
○三木市一般競争入札実施要綱 

 

(目的) 

第 1 条 この要綱は、三木市が発注する建設工事の条件付一般競争入札(以下

「一般競争入札」という。)の実施に関し、三木市契約規則(平成 4 年三木市

規則第 9 号。以下「規則」という。)に定めるもののほか、必要な事項を定め

ることにより、当該入札を適正かつ円滑に執行することを目的とする。 

(定義) 

第 2 条 この要綱において「建設工事」とは、建設業法(昭和 24 年法律第 100
号。以下「業法」という。)第 2 条第 1 項に定める工事をいい、「一般競争入

札」とは、地方自治法施行令(昭和 22 年政令第 16 号。以下「政令」という。)

第 167 条の 5 第 2 項の規定に基づき、必要な入札参加資格を定め、当該資格

を有する者により行わせる入札方法をいう。 

(対象工事) 

第 3 条 一般競争入札の対象となる建設工事(以下「対象工事」という。)の選

定については、設計金額が 1 億 5 千万円以上の建設工事を基準に入札参加者

審査会(以下「審査会」という。)に諮り決定する。ただし、次に掲げる建設

工事については、一般競争入札の対象としないものとする。 

(1) 緊急施工を要する工事 

(2) 専門性を有する等により、施工できる者が限定されている工事 

(3) その他審査会が、一般競争入札で行うことが適切でないと認めた工事 

(入札参加資格) 

第 4 条 一般競争入札に参加することができる資格(以下「入札参加資格」とい

う。)は、次に掲げるすべての要件を満たす者とする。 

 (1) 政令及び業法等に規定する事項 

  ア 政令第 167 条の 4 の規定に基づく一般競争入札の参加者の資格制限に

該当しない者であること。 

  イ 業法第 15 条の規定による特定建設業の許可を受けている者であるこ

と。 

  ウ 業法第 27 条の 23 の規定による経営事項審査を受け、規則第 15 条第 1
項に規定する指名競争入札参加資格者名簿に登載されていること。 

  エ 市の指名停止基準に基づく指名停止を、入札参加申込期限日及び当該

建設工事の入札日に受けていない者であること。 

  オ 当該建設工事に業法第 26 条に規定する監理技術者証の交付を受けた

監理技術者を適正に配置できる者であること。 



  カ 会社更生法(昭和 27 年法律第 172 号)に基づく更正手続開始の申し立

て又は民事再生法(平成 11 年法律第 225 号)に基づく民事再生手続きの

開始の申し立てがなされている者でないこと。 

 (2) 政令第 167 条の 5 第 2 項の規定に基づき、当該工事に必要と認め、定め

る資格 

  ア 市の入札参加資格の工種が、当該入札に付する建設工事の工種と同じ

であること。 

  イ 業法に規定する経営事項審査結果通知書の期間が本契約締結(予定)日

に有効であり、その総合評定値が一定以上の者であること。 

  ウ 入札に参加しようとする者は、当該建設工事と同種又は類似の施工実

績を有する者であること。ただし、特定建設共同企業体(以下「ＪＶ」と

いう。)の構成員としての施工実績は、出資比率が 20％以上の場合のも

のに限る。 

  エ 当該建設工事に係る設計業務等の受託者でない者又は当該受託者と資

本若しくは人事面において関連がない者であること。 

  オ その他個別の工事に応じて、市長が必要と認める資格を有する者であ

ること。 

2 ＪＶによる当該建設工事の入札に参加できる者は、次に掲げる事項のいずれ

にも該当する者とする。 

 (1) ＪＶの構成員の資格要件 

  ア 前項第 1 号（工事分担金額が建設業法施行令（昭和 31 年政令第 273
号。）第2条に規定する金額以下である構成員にあっては、前項第1号ア、

ウ、エ及びカ）及び第 2 号に規定する事項に該当する者であること。た

だし、代表構成員以外の構成員においては前項第 2 号イに規定する総合

評定値を代表構成員より低く設定でき、及び同号ウに規定する施工実績

は、代表構成員に比べて緩和することができる。 

 (2) ＪＶの資格要件 

  ア 建設工事ごとに市長が定める構成員数、構成員の出資比率、構成員が

分担する工事区分、構成員の施工実績その他のＪＶ結成に関する要件を

満たしていること。 

 イ 前項第１号オに規定する事項に該当する者であること。 

 ウ ＪＶの結成方法は、自主結成とし、当該建設工事の他のＪＶの構成員

又は単独企業との混合入札における単独企業とを兼ねることはできない

こと。 

 エ ＪＶの全ての構成員は、当該建設工事に業法で定める資格を有する技

術者を専任で配置できる者であること。 



 (入札の公告等) 

第 5 条 対象工事を選定し、規則第 2 条に規定する公告をしたときは、その写

しを企画管理部総務課に備えるとともに、三木市ホームページ等に掲載し、

周知に努めるものとする。 

(入札参加申込) 

第 6 条 対象工事の入札に参加しようとする者は、次に掲げる書類(以下「申請

書等」という。)を市長に提出しなければならない。 

 (1) 入札参加資格にＪＶを結成する旨が定められている場合 

ア 入札参加資格確認申請書 

イ 同種工事の施工実績 

ウ 配置予定技術者の資格及び経験 

エ ＪＶ工事請負入札参加資格審査申請書 

オ ＪＶ協定書 

カ その他市長が必要と認める技術資料等 

 (2) 前号以外の場合 

ア 入札参加資格確認申請書 

イ 同種工事の施工実績 

ウ 配置予定技術者の資格及び経験 

エ その他市長が必要と認める技術資料等 

(入札参加資格の審査等) 

第 7 条 市長は、入札参加申込者が提出した申請書等により入札参加資格の有

無について審査を行い、入札参加申込者に対して入札参加資格の有無の別を

書面により通知する。 

2 前項の規定により入札参加資格がないと認められた者は、その理由について

書面により説明を求めることができる。 

3 市長は、入札執行後に当該入札参加申込者の入札参加資格の有無に係る審査

結果を審査会へ報告しなければならない。 

 

(入札参加資格の取消し) 

第 8 条 書類提出時に虚偽の申請を行った者又は前条第 1 項の規定による通知

を受けた後、第 4 条に規定する資格要件を満たさなくなった者については、

その参加資格を取り消すものとする。 

(入札への参加) 

第 9 条 入札参加資格者は、入札執行に先立ち、第 7 条第 1 項の規定による通

知の写しを入札執行担当職員に提出しなければならない。 



(その他の事項) 

第 10 条 この要綱に定めるもののほか、一般競争入札の実施に関し必要な事項

は、別に定める。 

 

  附 則 

   (施行期日) 

１ この要綱は、平成 18 年 5 月 10 日から施行する。 

 （施行期日） 

１ この要綱は、平成 19 年 4 月 1 日から施行する。 

 （施行期日） 
１ この要綱は、平成 22 年 11 月 1 日から施行する。 
 （経過措置） 
１ 改正後の三木市一般競争入札実施要綱の規定は、この要綱の施行の日以後

に公告を行う一般競争入札から適用し、同日前に公告を行った一般競争入札

については、なお従前の例による。 
 


